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富士見市少年野球連盟大会要項 

 

１ 規約  

（ａ）本連盟の主催する大会は、公認野球規則及び（財）全日本軟式野球連盟（以下「全軟 

連」という。）競技者必携（学童の部）並びに本連盟の大会要項に基づいて実施する。  

  

（ｂ）選手登録は１チーム２０名以内とする。抽選会に登録名簿を２部提出し、連盟の承認 

を受け各チーム１部を保有する。選手の背番号は０番から２７番までとする。  

  

（ｃ）本連盟で行う大会は、高学年大会及び低学年大会とし、トーナメント戦またはリーグ 

戦方式で行う。  

  

（ｄ）高学年大会は、７イニングまたは１時間３０分で行う。なお、１時間３０分を過ぎて 

新しいイニングには入らない。  

  

（ｅ）低学年大会は、６イニングまたは１時間３０分で行う。なお、１時間３０分を過ぎて 

新しいイニングには入らない。  

  

（ｆ）高学年大会、低学年大会とも、規定イニングまたは規定時間が終了しても同点の場合 

は、引き続き特別延長戦（タイブレーク、無死満塁継続打順）を２イニング行い、それ

でも勝敗が決しない場合は、抽選を行う。 ただし、１日２試合の場合は、第１試合に

限り特別延長戦は行わず抽選とするが、他連盟大会との１日２試合の場合は、この限り

ではない。タイブレーク及び抽選の方法は、全軟連「競技に関する連盟特別規則」を適

用する。  

  

（ｇ）高学年大会における日没または荒天によるコールドゲーム（試合成立）は５回の表裏 

を終了したとき、または６０分を経過したときとし、得点差によるコールドゲームは、

４回１０点差、５回以降７点差以上とする。  

 

（ｈ）低学年大会における日没または荒天によるコールドゲーム（試合成立）は４回の表裏 

を終了したとき、または６０分を経過したときとし、得点差によるコールドゲームは、

３回１０点差、４回以降７点差以上とする。  

 

（ｉ）荒天によりコールドゲーム（試合成立）となったときは、以降の試合を中止とする。  

 

（ｊ）大会中に事故や病気等で選手が減少し、チーム編成ができなくなった場合は、低学年 

の選手を登録することができる。ただし、本連盟会長、事務局長及び審判部長の三役が

協議して決定するものとする。なお、低学年とは４年生以下の選手であり、チームの主

力を形成するものではない。  

 

（ｋ）本連盟の使用球は、ケンコーボールＣ号とし、試合ごとに１チーム２個を提出する。  
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 ２ 競技運営に関する取り決め事項  

（ａ）チームは試合開始時間の１時間前にグランドに到着し、監督と主将はメンバー表を持 

って本部席に集合すること。なお、荒天のときは、チームの責任者が第１試合の開始１

時間前にグランドに集合して試合予定を確認する。電話での確認は受け付けない。  

 

（ｂ）ベンチは、組合せ番号の若い方を１塁側とする。  

 

（ｃ）ベンチに入れるのは、代表、監督（３０番）、コーチ２名（２８番・２９番）、スコ 

アラーの５名とし、背番号のないコーチ及びユニフォームを着用しないコーチのベンチ

入りは認めない。  

 

（ｄ）監督・コーチは選手と同一のユニフォーム（帽子・アンダーシャツ・ストッキング 

等）を着用する。代表及びスコアラーには選手と同一の帽子着用を義務付ける。  

 

（ｅ）登録した監督が不在の場合は代理監督を認めるが、試合前に本部席に届け出るものと 

する。  

 

（ｆ）シートノックは５分間とし、後攻のチームより行う。捕手はマスク、プロテクター等 

の装具を必ず着用する。なお、危険防止のため２カ所でのシートノックを禁止する。  

 

（ｇ）投手の投球練習は、初回７球、２回以降３球とし、再登板のときは５球、救援投手登 

板のときは７球とする。  

 

（ｈ）投手の牽制球がそのままボールデッドとなったときは、投手板に触れているいないに 

関わらず、テイクワンベースとする。  

 

（ｉ）監督はマウンドまで行って選手に指示をすることができる。ただし、行き帰りは小走

りとする。 

  

（ｊ）走者が、ベースコーチまたは次打者とハイタッチや接触をした場合は、次のように扱

う。 

 （ア）走者に触れるか、または支えるかして、走塁及び帰塁を肉体的に援助したと審判員

が認めた場合は、その走者をアウトにする。 

（イ）走者の本塁通過後のハイタッチは、プレーに関係ないので、アウトにしない。 

（ウ）その他の紛らわしい行為は注意とする。 

 

（ｋ）バット引きの選手は、プレーが一段落するまでグランドに入らないよう注意する。 

 

（ｌ）打者は、むやみにバッターボックスをはずしてはならない。審判員は、打者がサイン     

を確認するためにバッターボックスをはずしたとき、その打者及び指導者を注意する。 
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（ｍ）試合を円滑に進行させるため、試合中のタイム回数を以下のとおり制限する。 

  ①守備側タイム 監督３回、選手３回 

  ②攻撃側タイム ３回 

   なお、特別延長戦となった場合は、守備・攻撃とも２イニングに１回とする。 

注 1)野手（捕手を含む）が投手の所へ行った場合、そこへ監督が行けば双方（監督タイ

ム・選手タイム）１回と数える。逆の場合も同様とする。投手交代の場合は、監督の 

回数には含めない。 

注 2)守備側のタイム中でも、攻撃側監督がベンチから出て打者や走者に指示した場合も

攻撃側タイム１回とする。 

 

（ｎ）投球当時の解釈については以下のとおりとする。 

   投球当時とは、投手が打者への投球動作を起こした時をいう。すなわち、 

  ①ワインドアップポジションでは、投手が打者に向かって投球に関連した自然の動作を 

  始めた時、いわゆるワインドアップ又は投球動作を始めた時をいう。 

  ②セットアップポジションでは、投手が身体の前面で両手を合わせてセットに入った後、 

  投手が打者に向かって投球に関連した自然の動作を始めた時をいう。 

 

（ｏ）野手が正規の捕球をした後、ボールデッド箇所に踏み込んだり、倒れ込んだ場合、ボ

ールデッドとなり、各走者は、野手がボールデッドの箇所に入った時の占有塁から１個

の進塁が許される。 

 

３ 審判員に関する取り決め事項 

（ａ）審判員は、審判員としてふさわしい服装及び帽子を着用する。運動着やチームのユニ 

フォーム・帽子での審判を禁止する。 

 

（ｂ）審判員は、試合開始時間の１時間前にグランドに到着し、試合に備える。  

 

（ｃ）メンバー表と登録名簿との照合が可能な場合は、ベンチ前におけるメンバー確認を行 

わないこととする。 

 

（ｄ）審判員は、試合前にチームの用具点検を実施する。点検項目は、バットのへこみ及び 

テープのはがれ、ヘルメットのひび割れ及びパットの欠落、各用具の変形等とする。 

 

（ｅ）試合中に雷が発生した場合、審判員は直ちに状況判断を行い、近付いていると感じた 

ときは試合を中断し全員を避難させる。本連盟は、木製バットでの試合継続を禁止す

る。  

 

４ リーグ戦の順位決定方法 

（ａ）リーグ戦は、以下による勝ち点方式とする。 

勝ち：３ 負け：０ 引き分け：１ とし、点数の多いチームを上位とする。  
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（ｂ）同点チームが３チーム以上の場合は、当該同士の勝者、コールドゲーム数の多いチー

ムを上位とする。  

 

（ｃ）コールドゲーム数が同一の場合は、早いイニングにコールドゲームとしたチームを上 

位とする。  

 

（ｄ）３チーム以上すべて同条件の場合は、試合時間１時間を限度として５回戦を行い決定 

する。それでも同点の場合は、抽選で決定する。  

 

５ その他  

（ａ）試合時間の変更は原則として認めない。ただし、学校行事及び他の大会と重複した場 

合は、３日前までに会長または企画部長へ連絡し調整を依頼すること。  

 

（ｂ）相手チーム及び自チーム選手並びに審判に対する野次は、内容のいかんに係わらず一 

切禁止する。  

 

（ｃ）ユニフォームを着用する者は、その着こなしに留意し、特に、ストッキングは３分の 

２以上見えるように履くこと。  

  

（ｄ）選手の手袋の使用は認めるが、投手については認めない。また、選手のリストバン 

ド、サポーター及びネックレスの使用を認めない。負傷による包帯、テーピング等が必

要な場合は、試合前に審判員の承諾を得ること。 

 

（ｅ）ベンチに入っている代表、監督・コーチ、スコアラーのサングラス着用を禁止する。 

目の病気・負傷によりサングラスが必要な場合は、試合前に審判員の承諾を得ること。 

 

（ｆ）試合会場への素振り用パイプ及びバットリングの持ち込みを禁止する。  

 

（ｇ）小中学校を試合会場とする場合は、敷地内での禁煙を厳守すること。  

 

 

附則 

この要項は、平成１３年３月から施行する。  

この要項は、平成１６年１月２５日から施行する。  

この要項は、平成１９年１月２８日から施行する。 

この要項は、平成２１年１月２５日から施行する。 

この要項は、平成２３年１月２２日から施行する。 

この要項は、平成２７年１月２５日から施行する。 

この要項は、平成２８年１月３１日から施行する。 

この要項は、平成２９年１月２８日から施行する。 


